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ジョーン・ロビンソン派所得分配論における
賃金財部門の所得分配について







本稿の中心的な課題は 3 つである。その 1 つはロビンソンの所得分配論とマルクスの剰余価
値論との関係を明らかにすることである。マルクスの労働価値論には広範な批判が存在する。











( 1 ) ただし，ケインズは『貨幣論J において 2 部門モデルの所得分配論を展開している (Keyes ，
1979) 。それだけでなく，ロビンソンとの聞の形式的な用語の違いを統一させると， r貨幣論J に
おいても消費財の所得分配が実質賃金率と対応していることを示すことができる(服部， 1996, 
20-1ページ参照)。
( 2 ) マルクスと並ぶ労働価値論の主張者であるリカードも資本の有機的構成が異なる場合，価格が
労働価値と等しくならないことに気づいていた (Ricardo ， 1951 , pp.30-41/34-49ページ)。な
お，森嶋はリカードの労働価値論は，数学的な能力の不足のために近似解として主張されたもの
であり， リカードが本当に主張したかったこと，あるいは本来主張すべきことは生産価格論であ
ると主張する (Morishima ， 1989 , pp. 9-10/9ページ)。また， リカード的な価格理論を現代に















さて，森嶋はマルクスの労働価値には 2 つの定義が存在することを指摘した。第 1 の定義は
財に直接・間接に投下された労働量であり，第 2 の定義はその商品を 1 単位生産するのに必要
な総労働量である。本稿で扱う単一商品生産産業のみから構成される経済では両者は一致する
(Morishima , 1973 , pp .10-18/13-22ページ)。森嶋の労働価値の第 2 の定義はロビンソンの
言う各部門で雇用される労働量と同一で、ある。したがって，ロビンソンの各部門で雇用される
労働量は森嶋の第 2 の定義に基づく労働価値と同様の方法で計算できる (Morishima ， 1973 , 
pp.15-20/19-24ページ参照)。
今，レオンティフ型の投入・産出行列を考える。経済に η 個の産業が存在するとし，各産
業は 1 つの財のみを生産するものとしよう。この時，経済全体の財の投入係数行列 A と労働
の投入係数ベクトル l は，
al1 .. … α) ….. a~， 















と表示することができる。ここで， A の成分以は第 i 財を 1 単位生産するために第 j 財を
出だけ必要とすることを示し ， 1 の成分 1 i は第 i 財を 1 単位生産するのに労働を li だけ必要
とすることを示している。
さて ， A に関しては固定資本の問題がある。例えば，スラッファのモデルでは A の中に固















ここで， 1, C の各成分は各財が投資財，消費財としてどれだけ使用されているかを示す。次
に投資財，消費財をそれぞれ 1， C だけ作り出すために経済全体で総生産しなければならない
財の数量をそれぞれ XJ， Xc する。すると，
X1=AX1+[ 
Xc=AXc+C 
:. X1 = σ-At l [ 
Xc=(I-Atl C 
となる。なお ， 1 は n 次の単位行列である。
( 2.3) 
(2. 4) 
投資財部門，消費財部門で雇用される労働者， L J, Lc は投資財，消費財の生産のために直
接，間接に必要な労働者の総計であるから，
Lj=lX1=I(I-Atl[ 








している。その 1 つは価格の説明である。もう 1 つは多数の産業を集計するためのウェイトで























( 4 ) ただし，ケインズの体系は組概念であるのに対して，マルクスの体系は純概念である。ここで
も，純と粗の分だけ違いが生じる。






e= Wア CN. 1) 
という関係が成立する。他方，標準体系においては中間投入と純生産物の商品構成も同一なので，
r=R(1-W') CN.2) 
という関係が成立する。ここで， r は利潤率， R は最大限可能な利潤率である。 (N. 1 )式，
(N. 2) 式より，
r一M??? CN. 3) 
が成立する。このように標準体系を媒介にすることによって，マルクスの労働価値論は価格とリ
ンクつけをすることが可能となるのである(菱山， 1976, 104-6ページ)。






格ベクトル p を C にかけたものだから，
cρ =pC (3. 1) 
となる。消費支出は所得の面から見ると利潤九と賃金 Wc に分解でき，支出の面から見ると
投資財部門の労働者の賃金 W! と消費財部門の労働者の賃金 Wc に分解できる。さらに，各部




















ベクトル p と賃金財の消費ベクトル Cw をかけたものである。これは所得の面から見ると利
潤 Pw と賃金 Ww に分割され，支出の面から見ると投資財部門，賃金財部門，奪修財部門で働
く労働者の賃金 W! ， Ww, WL に等しい。
c(~ =pCn 
=p¥¥.+ W¥¥= W1+ W¥¥+ W1.= ω (LI+LII+LI.l (3. 5) 
となる。なお ， L 附 LL はそれぞれ賃金財部門，害イ多財部門の雇用量を示す。したがって，
Pw LI+LI. 











社会的必要労働の比率， (3)総剰余価値と労働力の総価値の比率である。もちろん，この 3 つは




































ω=(~J (4. 1) 
購入する時，実質賃金率が 1 であるとしよう。
ω を生産するのに必要な労働量 λ は，








ω* _ L¥ -












最大値十賃金財の賃金分配率が O の時，実質賃金率は最小値 O となる。技術水準が一定の
時，賃金財の賃金分配率と実質賃金率は比例的な関係を持つ。このように実質賃金率と関係す
るのが賃金財の所得分配率であり，経済全体の所得分配率でない。したがって，賃金財の所得






( 8 ) 梅村はロビンソンが消費財部門のみの所得分配を重視する理由として次のように述べていたこ
とを伝えている。投資財部門は企業家部門に販売する財を生産するのに対して，消費財部門は賃
金労働者が直接購入する財を生産する。そのため，資本主義社会の最も重要な分配関係である資

























においても賃金に影響を与えるのは賃金財の価格のみである (Ricardo ， 1951 , p.93/109ペー
ジ)。ただし，ここでリカードが賃金という言葉で意味するのは実質賃金率ではなく，賃金分




















































L戸Ittu-A)ICS (5. 1) 
である。ここで， s は労働者の平均貯蓄性行である。これを現実の総雇用量で割ると仮想的な
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